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1. 概要

本資料は，復水器エリア防水壁を貫通する配管が，基準地震動Ｓｓによる地震力に対

して，十分な耐震性を有することにより，復水器エリア防水壁が止水機能を維持するこ

とを説明するものである。復水器エリア防水壁を貫通する配管の耐震重要度分類を表1

－1に示す。 

表1－1 復水器エリア防水壁を貫通する配管の耐震重要度分類 

対象系統 耐震重要度分類 

消火系 Ｃ 

気体廃棄物処理系 Ｂ 

液体廃棄物処理系 Ｃ 

タービンヒータドレン系 Ｂ 

2. 一般事項

2.1 配置概要 

対象の配管は，タービン建物に設置されている。復水器エリア防水壁を貫通する配

管の配置概要及び配管系の構造健全性を確保する範囲を図2－1に示す。 
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2.2 評価方針 

復水器エリア防水壁を貫通する配管の耐震評価は，本資料の「4.2 荷重の組合せ及

び許容応力状態」及び「4.3 許容限界」にて設定している荷重，荷重の組合せ及び許

容限界を踏まえて，評価部位に作用する応力が許容限界内にあることを，「4.1 構造

強度評価方法」に示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結

果」に示す。 

2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（（社）日本電気

協会

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。）

3. 評価部位

復水器エリア防水壁が止水機能を維持するためには，管本体の損傷及び支持構造物の

損傷による支持機能の喪失を防ぐ必要があることから，管本体及び支持構造物を評価部

位として選定する。 

復水器エリア防水壁の止水機能維持の観点で配管系の構造健全性を確保する範囲は，

配管の敷設状況に応じて，浸水防護重点化範囲内または外において防水壁近傍の鉛直配

管や閉止可能な弁の有無を踏まえ，表3-1のとおり選定する。構造健全性を確保する範囲

の概要を図3－1から図3－4に示す。なお，配管系の構造健全性を確保する範囲から１つ

先の二方向拘束点までをＳｓ機能維持範囲とする。 

表 3－1 構造健全性を確保する範囲 

対象系統 解析モデル 
構造健全性を確保する範囲 

分類 復水器エリア防水壁からの範囲 概要図 

消火系 
FP-T-101 浸水防護重点化範囲外 EL5300まで 図3－3 

FP-T-102 浸水防護重点化範囲外 閉止弁まで 図3－4 

気体廃棄物処理系 OFG-T-101-1,2 浸水防護重点化範囲外 EL5300まで 図3－3 

液体廃棄物処理系 RWL-T-101 浸水防護重点化範囲外 復水器エリア全域 図3－2 

タービン

ヒータドレン系

THD-T-16 浸水防護重点化範囲内 EL5300まで 図3－1 

THD-T-17 浸水防護重点化範囲内 EL5300まで 図3－1 

THD-T-18 浸水防護重点化範囲内 EL5300まで 図3－1 
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図 3－1 浸水防護重点化範囲内で構造健全性を確保する範囲の概要 

図 3－2 浸水防護重点化範囲外で構造健全性を確保する範囲の概要 

配管系の構造健全性
を確保する範囲

防水壁高さ
EL 5300 mm

浸水防護重点化範囲
復水器エリア

（浸水防護重点化範囲外）

配管系の構造健全性
を確保する範囲

防水壁高さ
EL 5300 mm

浸水防護重点化範囲
復水器エリア

（浸水防護重点化範囲外）
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図 3－3 浸水防護重点化範囲外で構造健全性を確保する範囲の概要 

図 3－4 浸水防護重点化範囲外で構造健全性を確保する範囲の概要 

配管系の構造健全性
を確保する範囲

防水壁高さ
EL 5300 mm

浸水防護重点化範囲
復水器エリア

（浸水防護重点化範囲外）

配管系の構造健全性
を確保する範囲

防水壁高さ
EL 5300 mm

浸水防護重点化範囲
復水器エリア

（浸水防護重点化範囲外）
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

4.1.1 地震応答解析方法 

配管系の動的解析手法としては，スペクトルモーダル解析法を用いる。評価に当

たっては，以下の荷重を考慮する。また，水平２方向及び鉛直方向地震力は個別に

作用させる。水平２方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲ

ＳＳ法を適用する。 

a. 内圧

b. 機械的荷重（自重その他の長期的荷重）

c. 機械的荷重（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力及びその他の短期的荷重）

d. 地震荷重（基準地震動Ｓｓによる慣性力及び相対変位）

4.1.2 構造強度評価方法 

復水器エリア防水壁を貫通する配管の耐震評価は，本資料の「3. 評価部位」に

示す評価部位に対し，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力状態」及び「4.3 許容限

界」に示す荷重，荷重の組合せ及び許容限界を踏まえ，「4.4 計算方法」に示す

方法を用いて評価を行う。 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力状態 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

系統名称 
施設 

分類＊1 
荷重の組合せ＊2，3 

許容応力 

状態 

消火系 ＤＢ 
ⅠＬ＋Ｓｓ＊4 

ⅣＡＳ 
ⅡＬ＋Ｓｓ＊4 

気体廃棄物処理系 ＤＢ 
ⅠＬ＋Ｓｓ＊4 

ⅣＡＳ 
ⅡＬ＋Ｓｓ＊4 

液体廃棄物処理系 ＤＢ 
ⅠＬ＋Ｓｓ＊4 

ⅣＡＳ 
ⅡＬ＋Ｓｓ＊4 

タービンヒータドレン系 ＤＢ 
ⅠＬ＋Ｓｓ＊4 

ⅣＡＳ 
ⅡＬ＋Ｓｓ＊4 

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設を示す。 

  ＊2：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。 

  ＊3：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 

  ＊4：復水器エリア防水壁の止水機能維持を目的として，基準地震動Ｓｓに対する評価

を実施する。 
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4.3 許容限界 

復水器エリア防水壁を貫通する配管の評価の許容限界は，本資料の「3. 評価部位」

にて設定している評価部位ごとに，許容応力状態ⅣＡＳの許容応力を用いる。 

評価部位ごとの許容限界を表4－3及び表4－4に示す。なお，記号は，Ⅵ-2-1-9「機能

維持の基本方針」に記載の記号を用いる。 

表 4－3 配管の許容限界 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応

力 

一次応力 

（曲げ応力を含

む） 

一次＋二次応

力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ

＋Ｓｓ 
ⅣＡＳ 0.6・Ｓｕ

＊1 
左欄の 1.5倍の

値 

＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみ

による疲労解析を行い，疲

労累積係数が 1.0以下であ

ること。 

ただし，地震動のみによる

一次＋二次応力の変動値

が 2・Ｓｙ以下であれば疲労

解析は不要。 

注記＊1：軸力による全断面平均応力については，許容応力状態ⅢＡＳの一次一般膜応力の

許容値の 0.8倍の値とする。 

＊2：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格PPB-

3536(1)，(2)，(4)及び(5)（ただし，Ｓｍは2／3・Ｓｙと読み替える。）の簡

易弾塑性解析を用いる。 
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4.4 計算方法 

(1) 基準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震性が確保され，復水器エリア防水壁の

止水性が維持できることを確認するために，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書

作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づ

き，管及び支持構造物が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を確認する。

(2) 設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

基づき策定したものを用いる。減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方

針」に記載の減衰定数を用いる。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に基づき策定したものを用いる。

(3) 解析コードは「ＨＩＳＡＰ」または「ＭＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及

び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。

4.5 計算条件 

評価対象の管のうち，系統単位に評価上厳しい解析モデルを代表として鳥瞰図及び配

管諸元を記載する。 
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4.5.1 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記 号 内 容

（太線）  評価対象範囲の管

（破線） 　評価対象範囲外の管

　質点

アンカ

レストレイント

レストレイント（斜め拘束の場合）

スナッバ

スナッバ（斜め拘束の場合）

ハンガ

リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に変

　位量を記載する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による

　変位量のみを記載する。）

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊

Ｓs

Ｓd

Ｓd

Ｓs

Ｓd

Ｓs
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5
.

評
価
結
果

表
5－

1に
示
す
と
お
り
，
算
出
応
力
は
そ
れ
ぞ
れ
の
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。

な
お
，
表

5－
1に

お
い
て
は
，
算
出
応
力
と
許
容
応
力
を
踏
ま
え
，
評
価
上
厳
し
い
箇
所
の
結
果
に
つ
い
て
記
載
す
る
。

表
5－

1 
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
に
対
す
る
配
管

及
び
支
持
構
造
物
の
応
力
評
価
結
果
 

区
分
 

評
価

対
象
系

統
 

建
物
・
構
築
物
 

標
高
 

EL
(m

) 
評
価
部
位
 

応
力

の
種
類
 

算
出

応
力
 

(
M
P
a
) 

許
容

応
力
 

(
M
P
a
) 

配
管

及
び
支

持
構

造
物
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火

系
 

タ
ー
ビ
ン
建
物
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00
～
5.

50
 

配
管
本
体
 

一
次

＋
二
次
 

3
2
6 

3
7
9 

支
持
構
造
物
 

一
次
 

2
9 

2
7
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体
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処
理

系
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物

2.
00
～
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0 
配
管
本
体
 

一
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＋
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次
 

2
7
7 

3
1
5 

支
持
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物
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重

＊
1  
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＋
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造
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造
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注
記
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1：
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造
物
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で
あ
り
，
評
価
に
あ
た
っ
て
は
荷
重
評
価
を
実
施
し
て
お
り
，
許
容
荷
重
≧
発
生
荷
重
を
満
た
し
て
い
る
こ
と

を
確
認
し
て
い
る
た
め
，
応
力
の
種
類
は
荷
重
と
す
る
。

 

＊
2：

支
持
構
造
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オ
イ
ル
ス
ナ
ッ
バ
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あ
り
，
評
価
に
あ
た
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て
は
荷
重
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許
容
荷
重
≧
発
生
荷
重
を
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し
て
い
る
こ
と
を
確
認

し
て
い
る
た
め
，
応
力
の
種
類
は
荷
重
と
す
る
。

 




